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廃棄物最終処分場建設
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平成６年１１月１日

【 法 人 の 概 要 】
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理事長 風 間 善 樹

甲府市丸の内一丁目９－１１
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千円
山梨県中小企業団体中央会

％1,300

30,000

山梨県
出資額
10,000

山梨県立地企業連絡協議会
（社）山梨県建設産業団体連合会
（社）山梨県機械電子工業会

山梨県商工会連合会

（社）山梨県産業廃棄物協会
山梨県商工会議所連合会

公共関与による廃棄物最終処分場の
整備を行う。

山梨県経営者協会

山梨県では、平成５年９月に「公共関与による廃棄物最終処分場の整備方針」を策定し、一般廃棄物およ
び産業廃棄物の最終処分場の整備を促進することとした。こうした中、（財）山梨県環境整備事業団は、公共
関与による廃棄物処理事業の円滑な実施を図るため、最終処分場の整備及び事業運営の主体として、県、
市町村及び民間事業者の出損により設立された。
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【経営の状況】 （単位：千円）
１６年度 １７年度 １８年度 増減（１８－１７）

90 180 90
0
0
0
0

54,154 53,333 141,015 87,682
157,372 281,161 585,684 304,523
211,526 334,584 726,879 392,295
20,634 12,582 11,310 △ 1,272

232,160 347,166 738,189 391,023
59,987 61,729 84,149 22,420

159,591 274,127 643,652 369,525
219,578 335,856 727,801 391,945
△ 8,052 △ 1,272 △ 922 350
12,582 11,310 10,388 △ 922

（単位：千円）
１６年度 １７年度 １８年度 増減（１８－１７）

15,068 81,197 125,533 44,336
1,065,395 1,217,143 1,657,248 440,105
1,080,463 1,298,340 1,782,781 484,441

2,486 69,886 415,145 345,259
300,000 300,000

1,047,977 1,198,454 1,337,636 139,182
1,047,977 1,198,454 1,337,636 139,182
1,050,463 1,268,340 1,752,781 484,441

30,000 30,000 30,000 0
30,000 30,000 30,000 0

うち基本財産以外の正味財産 0 0 0 0
うち当期正味財産増減額 0
その他積立金等 0

（単位：千円）
１６年度 １７年度 １８年度 増減（１８－１７）

0
人件費（派遣法）補助金 54,154 53,333 73,531 20,198
人件費（派遣法以外）補助金 0
人件費以外の補助金 0

54,154 53,333 73,531 20,198
33,742 33,742

54,154 53,333 107,273 53,940
人件費（派遣法）委託金 0
人件費（派遣法以外）委託金 0
人件費以外の委託金 0

委託金 計 0 0 0 0
54,154 53,333 107,273 53,940

25.6 15.9 14.8 △ 1
300,000 300,000

915,271 1,102,688 1,272,241 169,553

【県の財政的関与の内容・目的】

県貸付金残高
県債務負担実際残高

項 目
基本財産運用収入

県支出金 計

運営費補助金
事業費補助金

補助金 計

項 目
負担金

会費収入
寄付金収入
受託事業収入
自主事業収入
補助金収入
その他の収入

当期収入 計 ①
前期繰越収支差額

収入 計 ②
人件費
その他の支出

当期支出 計 ③

資産 計
流動負債

うち短期借入金

当期収支差額 ①－③
次期繰越収支差額 ②－③

項 目
流動資産

県の財政的関与の割合（％）

うち基本財産等

収
支
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況
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務
状
況

県
の
財
政
的
関
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の
状
況

固定負債
うち長期借入金

負債 計
正味財産

固定資産

項目 内容・目的

補助金
（事業費）

債務負担行為

明野廃棄物最終処分場建設のため、国補との協調補助金として、国補対象事業費の１／４の補
助を行う。

銀行その他金融機関が（財）山梨県環境整備事業団に貸付けた事業資金について損失を受け
た場合、その損失を補償する。

補助金
（運営費）

（財）山梨県環境整備事業団に派遣した山梨県職員の人件費等に要する経費に対し、補助を行
う。

委託金



【自己評価・評点集計】：（経営評価算出表により、法人自らが評価した結果を記入）

評価の視点 評価項目数 満点 評点 得点率

目的適合性 2 8 5 62.5%

計画性 5 20 15 75.0%

組織運営の
適正性 4 16 11 68.8%

財務状況 11 44 23 52.3%

効率性 6 24 15 62.5%

合計 28 112 69 61.6%

【警戒指標】

【出資法人の自己評価】：（各評価の視点毎に、法人自らによる分析・検証の結果及び対応策を記入）

目的適合性

計画性

組織運営の
適正性

事業の公益性は認められるが、まだ準備段階であり、目標値等の設定はこれからである。

開業準備期間中であり、今後採算性の取れた経営計画を立てていく必要がある。

出資法人の経営の安全性や収益性を問う視
点

出資法人の組織の管理運営上における人的・
物的な経営資源が有効活用されているかを問
う視点

・流動比率
・自己資本比率
・借入金返済能力

評価ポイント

出資法人が当初の設立目的あるいは公益目
的と適合した業務を行っているかを問う視点

出資法人が長期的ビジョンを持って計画的に
事業運営に取り組んでいるかを問う視点

組織・人事・財務等の内部管理体制が適切に
整備、運用され、かつ情報公開による透明性
の確保が適切であるかを問う視点

対応策

事業開始前では、事務的経費の節減に努め、事業開始後には収支の実情を踏まえつつ、営業促
進と経営合理化に努める。

本格稼動に合わせて、人員構成を再検討する必要がある。

収益事業はこれからなので、採算性が取れた経営を行い、経営の合理化に努めていきたい。

業務の内容によっては、外部委託を積極的に進め、プロパー職員の採用を控える等の効率化を
図っていきたい。

収益事業としては成立していないので、県からの財政支援を受けながら事業開始前の準備作業を
している状況である。

財務状況

効率性

総合的評価

経営評価レーダーチャート
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【法人担当部局の所見】：（法人所管部局による各評価の視点毎の分析、評価）

【総合評価】：（経営評価委員会、経営評価アドバイザーによる総合評価）

【総合所見等に対する今後の対応方針】
・供用開始後は、適正な経営計画に基づく効率的・合理的な法人運営を図っていくとともに、より効率的な視点
から組織の運営体制を見直していくこととしたい。

総合的所見

※ランク下
の％は得点
率による概
ねの目安で
あるが、総
合的に評価
するため、
得点率とは
必ずしも一
致 し な い

【現在、明野処分場を建設中のため、事業収入がない状態にあることから、適正な評価
ができない項目があるので所見のみとする】
・現在、明野処分場の平成２１年度供用開始に向けた建設工事中のため、収入は国・県補助金、
借入金に依存している。また、組織体制も全て県からの派遣職員で構成されており、建設事業完
了までは、全面的に県に依存したものとなっている。
・供用開始後は、廃棄物処理の料金収入により、運営していくことになるため、適正な経営計画を
策定し、計画に基づいた効率的・合理的な法人運営に努める必要がある。また組織運営体制に
ついても、民間ノウハウの導入や県職員派遣の是非も含め、より効率的な視点からの見直し、再
構築を検討していく必要がある。

効率性
業務の内容により、積極的に外部へ業務委託を進め、プロパー職員の採用を控えるなど、効率
的な事業運営に努める必要がある。

総合的評価

平成５年９月に策定された「公共関与による廃棄物最終処分場の整備方針」に基づき、市町村及
び産業界と協力して、廃棄物最終処分場の整備（建設・運営）を推進することを目的として、当該
法人を設立したものであり、今後も最終処分場の整備にあたっては、公共関与が不可欠である。
平成２１年度に明野廃棄物最終処分場が稼働することで、事業活動が開始されるが、経営計画
に基づいた運営を行い、採算の取れた経営を行う必要がある。

今後更なる改
善、見直しを
行うべき視点

目的適合性 計画性 組織運営の適正性 財務状況 効率性

Ｂ
（６０％～７５％）

Ｃ
（５０％～６０％）

Ｄ
（～５０％）

Ａ
（７５％～）

組織運営の
適正性

明野廃棄物最終処分場の稼働（平成２１年度）に合わせて、人員構成を再検討する必要がある。

財務状況
明野廃棄物最終処分場の稼働に伴い、収益事業が開始される。採算性が取れた経営を行うた
めに、積極的に営業促進を図るとともに、経営の合理化に努めて健全な財務運用を行う必要が
ある。

目的適合性
現在、山梨県内の管理型廃棄物最終処分場は、一般廃棄物で１箇所、産業廃棄物では皆無であり、県内
で発生する廃棄物のほとんどは県外で最終処分されている。しかし、他県では、自県内処理の傾向が強
まっており、最終処分場を県内に確保することは、民間業者のみでは非常に困難である。

計画性
現在、明野廃棄物最終処分場の建設が進められており、平成２１年度の操業開始予定である。
今後、効率良く処分場の運営ができるよう、経営計画を立てていく必要がある。


